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1

（１）イ③
新事業・新産業と
雇用を生み出す
地域イノベーショ
ンの推進

我が国の研究開発力を駆動
力とした地方創生イニシア
ティブ
（世界に誇る地域発研究開
発・実証拠点(リサーチコンプ
レックス）推進プログラム）

地域の優位性ある研究開発資源（人材、
シーズ、先端研究設備等）を組織を越えて
統合的に運用するとともに、地域外の優れ
た資源も取り込み、革新的技術シーズの
創出と関連分野の優れた若手人材の育成
を行う産学官連携のプラットフォーム形成
（異分野融合による統合的共同研究システ
ム）。

未定 未定
２拠点程度を
予定

未定
（総額１,７５６百
万円の範囲内で
採択予定（１件当
たりの金額は未
定））

地域の将来ビジョンに基づき、地方
自治体、技術シーズを有する大学・
研究機関、企業が結集した拠点を
形成するための経費（施設整備費
は含まない）を支援（国支出額の同
額以上を地域が支出）。

独立行政法人科学技
術振興機構（JST）
ホームページ内に作
成予定

科学技術・学術政策
局　産業連携・地域支
援課
（０３－６７３４－４１９
４）

平成27年度新
規事業のため、
詳細について
は変更の可能
性がある。
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（１）イ③
新事業・新産業と
雇用を生み出す
地域イノベーショ
ンの推進

我が国の研究開発力を駆動
力とした地方創生イニシア
ティブ
（マッチングプランナープログ
ラム）

独立行政法人科学技術振興機構（JST）の
ネットワークを活用して集積した全国の膨
大な大学等発シーズと、地域の企業ニー
ズとをマッチングプランナー（ＭＰ）が結び
つけ、共同研究から事業化に係る展開を
支援し、企業ニーズを解決することにより、
ニッチではあるが付加価値・競争力のある
地域科学技術イノベーション創出を目指
す。

未定 未定 未定 未定

JSTにマッチングプランナーを配置
するとともに、そのマッチングプラン
ナーが、地域企業ニーズをくみ取
り、JSTのネットワークも活用した
シーズ探索を行い、企業ニーズと
全国の技術シーズを最適マッチン
グし、共同研究を行うための経費を
支援。

独立行政法人科学技
術振興機構（JST）
ホームページ内に作
成予定

科学技術・学術政策
局産業連携・地域支
援課
（０３－６７３４－４１９
４）

平成27年度新
規事業のため、
詳細について
は変更の可能
性がある。
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（１）ウ④
地域の歴史・町
並み・文化・芸
術・スポーツ等に
よる地域活性化
（４）ア①
「小さな拠点」（多
世代交流・多機
能型拠点）の形
成

スポーツによる地域活性化
推進事業

（１）スポーツを通じた健康長寿社会等の創生
　スポーツを通じた健康な都市づくりを推進す
るため、ライフステージに応じた運動・スポーツ
へのきっかけづくりや場の提供等を通してス
ポーツ実施者を増やす取組に対して支援を行
う。
（２）地域スポーツコミッションへの活動支援
　地域のスポーツ関係団体・企業（スポーツ産
業・観光産業等）等が一体となり、「観る」「す
る」「支える（育てる）」スポーツや、スポーツを
観光資源としたツーリズムによる地域活性化を
行う組織（地域スポーツコミッション）の活動に
対して支援を行う。

地方公共
団体（（１）
について
は市区町
村、（２）に
ついては
都道府
県・市区
町村）

平成２７年
３月１０日
～４月１０
日

（１）３０～４０
件
（２）３～５件

（１）７百万円程
度
（２）１４百万円程
度

事業実施に必要な経費について、
地方公共団体に対して定額の補助
を行う。

スポーツ・青少年局ス
ポーツ振興課
（０３－６７３４－２９９
８）

平成27年度新
規事業のため、
詳細について
は変更の可能
性がある。
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（１）ウ④
地域の歴史・町
並み・文化・芸
術・スポーツ等に
よる地域活性化

文化芸術による地域活性
化・国際発信推進事業

地方公共団体が行う地域の文化資源等を
活用した計画的な文化芸術活動を支援し、
文化芸術による地域活性化、地域文化の
国際発信、及び文化芸術によるインバウン
ドの増加を推進する。

地方公共
団体（都
道府県、
市町村
（特別区、
一部事務
組合及び
広域連合
を含む））

平成２６年
１２月４日
～１２月１７
日

１２５件
１００百万円を上
限

地方公共団体が行う、地域の文化
資源等を活用した計画的な文化芸
術活動に必要な経費のうち、補助
対象経費の２分の１以内の額を、
予算の範囲内で補助する。

文化庁文化部芸術文
化課
（０３－６７３４－２８３
５）

平成２７年度は
「文化芸術グ
ローカル化推
進事業」として
募集した。

地方創生に資する文部科学省の予算事業について 平成27年4月15日時点 
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（１）ウ④
地域の歴史・町
並み・文化・芸
術・スポーツ等に
よる地域活性化

劇場・音楽堂等活性化事業

劇場・音楽堂等が行う公演事業、人材養成
事業、普及啓発事業等を支援することによ
り、劇場・音楽堂等の活性化や地域コミュ
ニティの創造と再生を推進。

劇場・音
楽堂等、
実演芸術
団体等

平成２６年
１１月４日
～１２月９
日

特別支援事
業：15件、共
同制作支援
事業：5件、活
動別支援事
業：公演事業
68件、人材養
成事業51件、
普及啓発事
業72件、劇
場・音楽堂等
間ネットワー
ク構築支援事
業：55件

特別支援事業：
上限７０百万円、
共同制作支援事
業：上限なし、活
動別支援事業：
公演上限４０百
万円、人材養成
事業上限２０百
万円、普及啓発
事業上限２０百
万円、劇場・音楽
堂等間ネットワー
ク構築支援事業：
上限なし

○特別支援事業：トップレベルの劇場・
音楽堂等を支援（補助対象経費の１／
２以内）
○共同制作支援事業：複数の劇場・音
楽堂等による公演制作を支援（補助対
象経費の１／２以内）
○活動別支援事業：地域の実演芸術
の振興を牽引する劇場・音楽堂等を活
動別に支援（補助対象経費の１／２以
内）
○劇場・音楽堂等間ネットワーク構築
支援事業：劇場・音楽堂等間の連携構
築や鑑賞機会の提供のため、巡回公
演を支援（旅費及び運搬費を補助）

http://www.bunka.go.j
p/geijutsu_bunka/02g
ekijyo_ongakudo/index
.html

文化庁文化部芸術文
化課
（０３－６７３４－２８３
５）
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（１）ウ④
地域の歴史・町
並み・文化・芸
術・スポーツ等に
よる地域活性化

日本遺産魅力発信推進事業

地域に点在する有形・無形の文化財をパッ
ケージ化し、我が国の文化・伝統を語るス
トーリーを「日本遺産（Japan Heritage）」に
認定する仕組みを新たに創設するととも
に、歴史的魅力に溢れた文化財群を官民
協働のもと、地域主体で総合的に整備・活
用し、世界に戦略的に発信することにより、
地域の活性化を図る。

日本遺産
の構成文
化財の所
有者若し
くは保護
団体（保
存会等）
等によっ
て構成さ
れる実行
委員会等

検討中
１５件程度を
予定

予算の範囲内に
おいて定額を補
助

検討中
http://www.bunka.go.j
p/bunkazai/hojo/inde
x.html

文化庁文化財部記念
物課
（０３－６７３４－２８７
６）

平成27年度新
規事業のため、
詳細について
は変更の可能
性がある。
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（１）ウ④
地域の歴史・町
並み・文化・芸
術・スポーツ等に
よる地域活性化

文化遺産を活かした地域活
性化事業
（地域の文化遺産次世代継
承事業）

地域の多様で豊かな文化遺産を活用し
た、伝統行事・伝統芸能の公開・後継者養
成、古典に親しむ活動など、特色ある総合
的な取組を支援することで、文化振興とと
もに地域活性化を推進する。

文化遺産
の所有
者、保護
団体等で
構成され
る実行委
員会

毎年１１月
～１月中旬
（平成２７
年度事業：
平成２６年
１１月２８日
～平成２７
年１月１６
日）

３５９件（平成
２７年度実績）

予算の範囲内に
おいて定額を補
助

地方公共団体が策定する、文化遺
産を活用した地域活性化事を推進
する特色ある総合的な取組に関す
る実施計画に盛り込まれた事業に
対して補助する。

http://www.bunka.go.j
p/bunkazai/chiiki_kass
eika.html

文化庁文化財部伝統
文化課
（０３－６７３４－４７８
６）
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（１）ウ④
地域の歴史・町
並み・文化・芸
術・スポーツ等に
よる地域活性化

文化遺産を活かした地域活
性化事業
（世界遺産活性化事業）

登録された世界文化遺産を活用して地域
の活性化を図るため、情報発信、普及、保
護活動の取組に対して補助を実施する。

世界文化
遺産が所
在する地
方公共団
体等で構
成される
実行委員
会

毎年１１月
～１月中旬
（平成２８
年度事業：
平成２６年
１１月２８日
～平成２７
年１月１６
日）

４０件程度を
予定

予算の範囲内に
おいて定額を補
助

「世界文化遺産」に登録された地域
に対して、情報発信・普及・保護活
動の取組等を補助する。

http://www.bunka.go.j
p/bunkazai/chiiki_kass
eika.html

文化庁文化財部記念
物課
（０３－６７３４－２８７
７）

平成27年度新
規事業のため、
詳細について
は変更の可能
性がある。
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（１）ウ④
地域の歴史・町
並み・文化・芸
術・スポーツ等に
よる地域活性化

文化遺産を活かした地域活
性化事業
（歴史文化基本構想策定支
援事業）

文化遺産の総合的な活用を図るための
「歴史文化基本構想」の策定及び改訂を行
う調査研究他体制整備等に対する補助を
実施する。

市町村 検討中 ５件程度
予算の範囲内に
おいて定額を補
助

地方公共団体が新たに「歴史文化
基本構想」を策定する、又は既に
策定した「歴史文化基本構想」を改
訂するための調査研究等を行うた
めの事業に対して補助する。

http://www.bunka.go.j
p/bunkazai/chiiki_kass
eika.html

文化庁文化財部伝統
文化課
（０３－６７３４－２４１
５）

平成27年度新
規事業のため、
詳細について
は変更の可能
性がある。

http://www.bunka.go.jp/geijutsu_bunka/02gekijyo_ongakudo/index.html
http://www.bunka.go.jp/geijutsu_bunka/02gekijyo_ongakudo/index.html
http://www.bunka.go.jp/geijutsu_bunka/02gekijyo_ongakudo/index.html
http://www.bunka.go.jp/geijutsu_bunka/02gekijyo_ongakudo/index.html
http://www.bunka.go.jp/bunkazai/chiiki_kasseika.html
http://www.bunka.go.jp/bunkazai/chiiki_kasseika.html
http://www.bunka.go.jp/bunkazai/chiiki_kasseika.html
http://www.bunka.go.jp/bunkazai/chiiki_kasseika.html
http://www.bunka.go.jp/bunkazai/chiiki_kasseika.html
http://www.bunka.go.jp/bunkazai/chiiki_kasseika.html
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（１）ウ④
地域の歴史・町
並み・文化・芸
術・スポーツ等に
よる地域活性化

地域の核となる美術館・歴史
博物館支援事業

美術館・歴史博物館が地域に存する文化
財の公開促進や学芸員等の人材育成、及
び訪日外国人向けの多言語化対応など、
美術館・歴史博物館を活用・強化する取組
を支援する。

美術館、
歴史博物
館又は美
術系若し
くは歴史
系の部門
を有する
総合博物
館を含む
実行委員
会等

３月２日ま
で

１２０件程度を
予定

予算の範囲内に
おいて定額を補
助

美術館・歴史博物館を中核館とす
る実行委員会等が実施する美術
館・歴史博物館を活用強化する取
組を支援する。

http://www.bunka.go.j
p/bijutsukan_hakubuts
ukan/shien/kaku/inde
x.html

文化庁美術学芸課
（０３－６７３４－２８３
４）

平成27年度新
規事業のため、
詳細について
は変更の可能
性がある。
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（１）ウ④
地域の歴史・町
並み・文化・芸
術・スポーツ等に
よる地域活性化

文化財建造物等を活用した
地域活性化事業

文化財建造物及び伝統的建造物群の公
開活用を促進するため、保存活用計画の
策定と便益設備や安全性確保対策等の取
組を支援し、文化財建造物等を活用した魅
力あるまちづくりを推進する。

重要文化
財の所有
者又は管
理団体、
地方公共
団体

事業の必
要性に応じ
て年５回程
度交付決
定予定

３５件程度を
予定

事業費の５０％
～８５％を上限

○都道府県に対して、翌年度の具
体的な補助事業計画の照会を行
い、その回答を元にヒアリングを実
施し、内容確認・事業精査を行う。
○各補助事業者が補助金交付申
請書を都道府県教委を通じて文化
庁へ提出する。
○財務省の協議を経て、文化庁長
官が交付を決定する。

http://www.bunka.go.j
p/bunkazai/hojo/inde
x.html

文化庁文化財部参事
官（建造物担当）
（０３－６７３４－２７９
２）
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（１）ウ④
地域の歴史・町
並み・文化・芸
術・スポーツ等に
よる地域活性化

歴史活き活き！史跡等総合
活用整備事業

歴史的に由緒ある史跡について、整備後
の「活用」方策も念頭に置きつつ、復元、保
存・修復等の整備を行うことにより、史跡等
の魅力発信につなげ、地域の活性化・アイ
デンティティの醸成を図る。

文化財の
所有者又
は管理団
体、地方
公共団体

事業の必
要性に応じ
て年５回程
度交付決
定予定

４２０件程度を
予定

原則、補助対象
経費の５０％を補
助

○都道府県に対して、翌年度の具
体的な補助事業計画の照会を行
い、その回答を元にヒアリングを実
施し、内容確認・事業精査を行う。
○各補助事業者が補助金交付申
請書を都道府県教委を通じて文化
庁へ提出する。
○財務省の協議を経て、文化庁長
官が交付を決定する。

http://www.bunka.go.j
p/bunkazai/hojo/inde
x.html

文化庁文化財部記念
物課
（０３－６７３４－２８７
６）

平成27年度新
規事業のため、
詳細について
は変更の可能
性がある。
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（１）ウ④
地域の歴史・町
並み・文化・芸
術・スポーツ等に
よる地域活性化

地域の特色ある埋蔵文化財
活用事業

埋蔵文化財を活用した体験学習会等の実
施による理解促進・普及啓発を行うととも
に、その保管・展示や活動拠点のための
施設として、廃校等を転用した埋蔵文化財
センター設備整備を行い、両者の一体的な
運用を図ることによって、地域活性化を促
進する。

地方公共
団体及び
文化庁長
官が適当
と認める
法人

事業の必
要性に応じ
て年５回程
度交付決
定予定

２００件程度を
予定

原則、補助対象
経費の５０％を補
助

○都道府県に対して、翌年度の具
体的な補助事業計画の照会を行
い、その回答を元にヒアリングを実
施し、内容確認・事業精査を行う。
○各補助事業者が補助金交付申
請書を都道府県教委を通じて文化
庁へ提出する。
○財務省の協議を経て、文化庁長
官が交付を決定する。

http://www.bunka.go.j
p/bunkazai/hojo/inde
x.html

文化庁文化財部記念
物課
（０３－６７３４－２８７
６）

平成27年度新
規事業のため、
詳細について
は変更の可能
性がある。
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（１）エ③
地域における女
性の活躍推進

ダイバーシティ研究環境実
現イニシアティブ

研究と出産・育児・介護等との両立や女性
研究者の研究力の向上を一体的に推進す
るなど、研究環境のダイバーシティ実現に
関する目標・計画を掲げ、優れた取り組み
を体系的・組織的に実施する大学等を重
点支援する。

大学、国
立研究開
発法人

平成２７年
３月１０日
～平成２７
年４月１０
日（特色
型）
平成２７年
３月１０日
～平成２７
年５月１日
（連携型）

10件程度を予
定

３０百万円程度
（特色型）
６０百万円程度
（連携型）

研究環境のダイバーシティ実現の
ための取組について５年間の事業
期間のうち、事業実施に係る経費
について、３年間支援を実施する。

http://www.jst.go.jp/s
hincho/program/wom
an_ken.html

科学技術・学術政策
局人材政策課
（０３－６７３４－４０２
１）

15
（１）エ⑤
地方での人材育
成等

成長分野等における中核的
専門人材養成等の戦略的推
進

各地域の専修学校・大学等と産業界等が
協働して、地域の人材ニーズに対応した専
門人材養成のための教育プログラムを開
発・実証する。

専修学
校、大学
等

４月下旬を
予定

１４０件程度を
予定

概ね10百万円程
度を上限として必
要額を計上

委託契約に基づき、事業終了後に
文部科学省から委託先の代表機
関に対し実施された取組にかかる
経費を支出する。

生涯学習政策局生涯
学習推進課専修学校
教育振興室
（０３－６７３４－３４６
８）

条件等につい
ては別途定め
る委託要綱等
に基づく。

http://www.bunka.go.jp/bijutsukan_hakubutsukan/shien/kaku/index.html
http://www.bunka.go.jp/bijutsukan_hakubutsukan/shien/kaku/index.html
http://www.bunka.go.jp/bijutsukan_hakubutsukan/shien/kaku/index.html
http://www.bunka.go.jp/bijutsukan_hakubutsukan/shien/kaku/index.html
http://www.jst.go.jp/shincho/program/woman_ken.html
http://www.jst.go.jp/shincho/program/woman_ken.html
http://www.jst.go.jp/shincho/program/woman_ken.html


16

（１）オ
ＩＣＴ等の利活用
による地域の活
性化
（４）ア②
公立小・中学校
の適正規模化等

人口減少社会におけるICT
の活用における教育の質の
維持向上に係る実証事業

過疎化・少子高齢化が進む人口過少地域
において、ICTの活用により、遠隔地間に
おける児童生徒の協働学習の充実や、社
会教育施設等と連携した遠隔講座の実施
など、学校教育及び社会教育における教
育の質の維持向上を図るための実証研究
を実施する。

教育委員
会等

平成27年3
月12日～
平成27年4
月17日

１２件程度 １０百万円を上限

ＩＣＴを活用した教育の維持向上を
図るための実証研究にかかる経費
等を国が負担する。委託期間は３
年間の予定である。

生涯学習政策局情報
教育課学習情報係
（０３－６７３４ー３２６
３）

平成27年度新
規事業のため、
詳細について
は変更の可能
性がある。

17

（１）オ
ＩＣＴ等の利活用
による地域の活
性化

気候変動適応技術社会実装
プログラム

精緻な気候予測や気候変動への適応策の
効果を総合的に評価できる技術を自治体
等との協働により開発。気候変動に伴って
強大化する猛暑や豪雨等に対応し、自治
体による地域特性に応じた新たな都市デ
ザインや農業等の創出・導入に貢献。

国立研究
開発法
人、大
学、高等
専門学校
等（予定）

未定 未定 未定

全国の地域で使える共通基盤的な
気候変動予測・影響評価や社会実
装に関わる研究開発等について文
部科学省から独立行政法人や大
学等に委託。事業期間は平成２７
年度から５年間の予定であり、３年
目に中間評価を予定。

研究開発局環境エネ
ルギー課
（０３－６７３４－４１８
１）

平成27年度新
規事業のため、
詳細について
は変更の可能
性がある。

18

（１）オ
ＩＣＴ等の利活用
による地域の活
性化

地域防災対策支援研究プロ
ジェクト

全国の大学等における防災研究の成果を
一元的に提供するデータベースを構築す
るとともに、大学等の防災研究の成果の展
開を図り、地域の防災・減災対策への研究
成果の活用を促進する。
（課題１）研究成果活用データベースの構
築及び公開等
（課題２）研究成果活用の促進

大学、地
方自治
体・地元
企業・
NPO等

５月１５日
まで

１件を予定
（御嶽山噴火
を踏まえ、火
山災害を対象
として課題２
を追加公募）

３百万円を上限

大学等の防災研究の成果を活用
し、地域の特性やニーズを踏まえ
た効果的な防災・減災対策の検討
を実施する経費ついて、原則として
大学や研究機関を含む複数者で
の共同提案に対して文部科学省か
ら委託。事業期間は平成２７年度
から最大３年間の予定。

http://all-
bosai.jp/chiiki_pj/

研究開発局地震・防
災研究課防災科学技
術推進室
（０３－６７３４－４１３
４）

19
（２）ウ
地方大学等の活
性化

定住外国人の子供の就学促
進事業（帰国・外国人児童生
徒等教育の推進支援事業の
一部）

自治体が実施する、不就学・不登校となっ
ている外国人の子供の就学に向けた学校
とのコーディネート、日本語・母語指導等の
取組に対し支援を行う。

教育委員
会・首長
部局

３月１１日
まで

原則として、
すべての応募
団体

自治体が実施す
る事業総額の
1/3を上限に補助

不就学・不登校となっている外国人
の子供の就学に向けて都道府県ま
たは市区町村が実施する事業の
総額の1/3を上限に、文部科学省
から補助金を交付する。

大臣官房国際課国際
協力企画室
（０３－６７３４－３２２
２）

平成27年度新
規事業のため、
詳細について
は変更の可能
性がある。

20
（２）ウ
地方大学等の活
性化

コミュニティ・スクール導入等
促進事業

保護者や地域住民等が学校運営に参画す
るコミュニティ・スクールについて、未導入
地域への支援の拡充や学校支援等の取
組との一体的な推進により、一層の拡大・
充実を図り、地域と学校のより密接な協働
関係を構築する。

都道府県
教育委員
会、市町
村教育委
員会

３月１６日
まで

①導入の促
進：３００件程
度　②取組の
充実：１５０件
程度　③研修
の充実：１１０
件程度

上限なし

コミュニティ・スクールの運営経費
や学校運営協議会委員等に対す
る研修経費等について教育委員会
に支援をする。支援期間は導入の
促進・取組の充実については２年
間、研修の充実については１年間
の予定である。

初等中等教育局参事
官付
（０３－６７３４－３７０
５）

導入の促進に
ついては、教員
又は学校事務
職員の加配を
措置。

21
（２）ウ
地方大学等の活
性化

学校・家庭・地域の連携協力
推進事業（学校支援地域本
部等）

地域人材の参画による学校の教育活動の
支援など、学校・家庭・地域が協働で教育
支援に取り組む仕組みづくりを推進し、地
域力の強化及び地域の活性化を図る。

地方公共
団体

平成27年
度の募集
は終了

予算の範囲
内で補助

上限なし
地方自治体に対し、学校支援地域
本部等を実施するのに必要な経費
の３分の１を補助する。

生涯学習政策局社会
教育課
（０３－６７３４－３２６
０）

【負担割合】
国：都道府
県：市町村＝
１：１：１　※
市町村につ
いては、間接
補助　※指
定都市・中核
市について
は、直接申
請が可能
【負担割合】
国：指定都
市・中核市＝
１：２



22
（２）ウ
地方大学等の活
性化

地域の豊かな社会資源を活
用した土曜日の教育支援体
制等構築事業

地域の多様な経験や技能を持つ人材・企
業等の協力により、土曜日ならではの教育
活動を行う体制を構築し、学校と地域が連
携した取組を支援することなどを通じて、地
域の活性化を図る。

地方公共
団体

平成27年
度の募集
は終了

予算の範囲
内で補助

上限なし
地方自治体に対し、土曜日の教育
活動を実施するのに必要な経費の
３分の１を補助する。

生涯学習政策局社会
教育課
（０３－６７３４－３２６
０）

【負担割合】
国：都道府
県：市町村＝
１：１：１　※
市町村につ
いては、間接
補助　※指
定都市・中核
市について
は、直接申
請が可能
【負担割合】
国：指定都
市・中核市＝
１：２

23
（２）ウ
地方大学等の活
性化

健全育成のための体験活動
推進事業

農山漁村等における体験活動において、
地域人材や地域資源を活用することによ
り、異世代間交流や都市農村交流を図り、
地域の活性化につなげる。

都道府
県、市区
町村

２月１６日
～３月１６
日１４時

申請状況に
応じて決定

申請状況に応じ
て決定

児童生徒の健全育成を目的として
宿泊を伴う体験活動を実施する学
校等の取組を支援する。（都道府
県・市区町村に対する補助。補助
率1/3）

初等中等教育局児童
生徒課
（０３－６７３４－３２９
９）

24
（２）ウ
地方大学等の活
性化

地域を担う人材育成のため
のキャリアプランニング推進
事業

地元就職につなげるキャリアプランニング
を推進する「キャリアプランニングスーパー
バイザー」を配置し、地域を担う人材育成・
就労支援により、地域の活性化につなげ
る。

都道府
県、市区
町村

２月１６日
～３月１６
日１４時

申請状況に
応じて決定

申請状況に応じ
て決定

キャリアプランニングスーパーバイ
ザーを都道府県・市区町村（域内
に高校が設置されていることを想
定）に配置する。

初等中等教育局児童
生徒課
（０３－６７３４－３２９
７）

25
（２）ウ
地方大学等の活
性化

地域提案型の学校を核とし
た地域魅力化事業

学校を核とした地域の魅力を創造する取
組として、地域が提案する創意工夫のある
独自で多様な取組を支援し、学校を核とし
た地域の活性化を促す。

都道府県
教育委員
会、市町
村教育委
員会

３月１６日
まで

９件程度を予
定

上限なし

地域ぐるみの創意工夫ある提案に
基づいた、児童生徒の学習に還元
される教育活動経費等について、
教育委員会に支援をする。支援期
間は１年間の予定である。

初等中等教育局参事
官付
（０３－６７３４－３７０
５）

平成27年度新
規事業のため、
詳細について
は変更の可能
性がある。

26
（２）ウ
地方大学等の活
性化

補習等のための指導員等派
遣事業

公立小中学校及び高校等に補充学習や発
展的な学習などの補習等のために、シル
バー人材や教員志望の学生など、多様な
地域人材を活用し、サポートスタッフとして
学校に派遣。

都道府
県、政令
指定都市

１月中旬～
２月中旬

申請状況に
応じて決定

申請状況に応じ
て決定

都道府県及び政令指定都市が地
域人材を学校に配置する場合の賃
金・報償費や旅費等の３分の１を国
が補助する。

初等中等教育局財務
課
（０３－６７３４－２０３
８）

27
（２）ウ
地方大学等の活
性化

スーパー・プロフェッショナ
ル・ハイスクール

社会の変化や産業の動向等に対応した、
高度な知識・技能を身に付け、社会の第一
線で活躍できる専門的職業人を育成する
ため、先進的な卓越した取組を行う専門高
校（専攻科を含む）を指定し、調査研究を
行う。

専門高校
等

２月２０日
（金）１８時
まで（終了）

H26継続事業
10校、H27新
規事業10校
の合わせて20
校を指定済み

初年度８００～１
０００万円を上限
(２年目以降は４
００万円目安)

指定校の設置者と委託契約を締結
し、研究に必要な経費（設備備品
費・謝金・旅費・消耗品費・借損料
等）について支出する。指定期間
は３年（専攻科を含む場合は最長５
年）であり、毎年継続審査を行う。

初等中等教育局児童
生徒課産業教育振興
室
（０３－６７３４－２９０
４）

28
（２）ウ　地方大学
等の活性化

首長部局等との協働による
新たな学校モデルの構築事
業

地域コミュニティの衰退や子供の問題行動
等、学校・地域の差し迫った社会的・地域
的課題に対し、首長部局や関係機関等と
の協働体制を確立し、課題解決に取り組
む新たな学校モデルを構築する。

都道府県
教育委員
会、市町
村教育委
員会

２月２７日
まで

１２件程度を
予定

２５０万円を上限

教育委員会と首長部局等との壁を
越えて学校を支援する体制を構築
し、課題解決に向けた具体的・実
践的なプロジェクトを策定する実践
研究を行うための経費を支援す
る。事業期間は２年を上限の予定
であり、１年目終了時に、中間報告
を実施する予定である。

初等中等教育局参事
官付
（０３－６７３４－３７０
５）

学校事務職員
の加配を措置。



29
（２）ウ
地方大学等の活
性化

地（知）の拠点大学による地
方創生推進事業

若年層の東京一極集中を解消するため、
自治体や中小企業等と協働し、地域を担う
人材を育成するための教育改革の実行等
により、雇用創出や学卒者の地元定着率
向上に取り組む大学を支援

大学、高
等専門学
校

7月１日ま
で

調整中
６８，０００千円を
上限

地方の雇用創出や学卒者の地元
定着率向上に地域と協働して取り
組む大学の取組に必要な経費につ
いて、文部科学省から大学等に支
援する。支援期間は５年間の予定
であり、３年目に中間評価、事業終
了後に事後評価を実施。

http://www.mext.go.jp
/a_menu/koutou/kaik
aku/coc/index.htm

高等教育局大学振興
課
（０３－６７３４－３３３
５）

平成27年度新
規事業のため、
詳細について
は変更の可能
性がある。

30
（２）ウ
地方大学等の活
性化

国立高等専門学校の学科再
編等を通じた地域活性化
（「国立高等専門学校機構運
営費交付金」の内数）

地域・産業界からのニーズや科学・技術の
高度化に伴う新分野の設置や学科の改組
を支援し、社会の要請に応える人材育成を
推進する。

国立高等
専門学校
機構

平成２７年
度予算で
措置

－ －

新分野の設置や学科改組の取組
に必要な経費を運営費交付金とし
て国立高等専門学校機構に措置
する。

高等教育局専門教育
課
（０３－６７３４－３３４
７）

平成27年度予
算で国立高等
専門学校機構
に運営費交付
金として措置す
るものであり、
新たに公募等
を行うものでは
ない。

国立高等専
門学校にお
ける、地域・
産業界から
のニーズや
科学・技術の
高度化に伴
う新分野の
設置や学科
の改組を支
援し、社会の
要請に応え
る人材育成
を推進するこ
とを目的とし
ており、地域
に求められ
る人材育成
に取り組む
事で、地域
活性化への
効果が期待
できる。

31
（２）ウ
地方大学等の活
性化

地域における留学生交流の
促進（地域の将来を担うグ
ローバル人材の育成に資す
る海外留学支援）

大学等における外国人留学生に対する住
環境支援等の生活支援、日本人学生との
交流支援、日本国内での就職支援等の優
れた取組を支援することで、日本留学の魅
力を高め、優秀な外国人留学生の増加を
図る。

大学、大
学コン
ソーシア
ム等

５月を目途
に公募予
定

調整中 調整中

大学等における、外国人留学生に
対する住環境支援等の生活支援
や日系企業への就職支援等の取
組を支援する。
支援期間は５年間の予定であり、
支援期間中に中間評価の実施を
予定している。

高等教育局学生・留
学生課
（０３－６７３４－３３６
０）

平成27年度新
規事業のため、
詳細について
は変更の可能
性がある。

http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/coc/index.htm
http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/coc/index.htm
http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/coc/index.htm


32
（２）ウ
地方大学等の活
性化

地域活性化の中核的拠点形
成のための国立大学の機能
強化（「国立大学法人運営費
交付金」の内数）

　教育研究組織の再編成や人事・給与システ
ムの弾力化を通じて、世界水準の教育研究活
動の飛躍的充実や各分野における抜本的機能
強化及びこれらに伴う若手・外国人研究者の活
躍の場の拡大等に取り組む大学に対して重点
配分を行う。

国立大学
平成２７年
度予算で
配分済

- -

国立大学の機能強化を推進するた
め、取組に必要な経費を国立大学
法人運営費交付金として各国立大
学に措置する。

高等教育局国立大学
法人支援課（０３－６７
３４－３３２４、０３－６
７３４－３７５４）

平成27年度予
算案で対象大
学に国立大学
法人運営費交
付金を配分済
であり、新たに
公募等を行うも
のではない。

国立大学の
機能強化（世
界最高の教
育研究の展
開拠点、全
国的な教育
研究拠点、
地域活性化
の中核的拠
点）を推進す
るための経
費であり、地
域活性化の
中核的拠点
の取組に限
定したもので
はないが、当
該事業の枠
組みの中で
地域活性化
の中核的拠
点形成に資
する取組に
ついても支
援する。

33
（２）ウ
地方大学等の活
性化

地域活性化の中核的拠点形
成のための国立大学の機能
強化（「国立大学改革強化推
進補助金」及び「国立大学改
革基盤強化促進費」の内数）

　学長のリーダーシップの下、「ミッション再定
義」で明らかにされた各国立大学の有する強み
や特色、社会的役割を中心に第３期中期目標
期間を見据えた各国立大学の具体的な改革構
想をさらに加速化するための重点支援を行う。

国立大学

４月以降各
国立大学
長との意見
交換を予
定

新規選定件
数は未定

平均３００百万円
程度/件

国立大学改革構想を加速化するた
め、取組に必要な経費を国立大学
改革強化推進補助金等で各国立
大学に支援する。支援期間は６年
間の予定であり、３年終了時点で
中間評価を予定している。

（要綱）
http://www.mext.go.jp
/a_menu/koutou/houji
n/1336069.htm

高等教育局国立大学
法人支援課（０３－６７
３４－３３２４、０３－６
７３４－３７５４）

新規選定にあ
たっては、各国
立大学長との
意見交換を通じ
て実施予定で
あり、詳細につ
いては変更の
可能性がある。

国立大学の
機能強化（世
界最高の教
育研究の展
開拠点、全
国的な教育
研究拠点、
地域活性化
の中核的拠
点）を推進す
るための経
費であり、地
域活性化の
中核的拠点
の取組に限
定したもので
はないが、当
該事業の枠
組みの中で
地域活性化
の中核的拠
点形成に資
する取組に
ついても支
援する。

34
（２）ウ
地方大学等の活
性化

人口減少の克服に向けた私
立大学等の教育研究基盤強
化（私立大学等経営強化集
中支援事業）

18歳人口の急激な減少を見据え、大学内・
大学間でのスピード感ある経営改革を進
め、地方に高度な大学機能の集積を図る
地方の中小規模私立大学等を重点的に支
援。

私立大
学、私立
短期大
学、私立
高等専門
学校

５月～１０
月頃を予
定

最大１５０校
程度を予定

平均３０百万円
程度を予定

私立大学経常費補助金において、
経営改革に向けた取組を点数化、
選定校に対し、獲得点数の多寡等
に応じて傾斜配分を行う（平成27年
度予定額45億円）。

高等教育局私学部私
学助成課
（０３－６７３４－２５７
９）

平成27年度新
規事業のため、
詳細について
は変更の可能
性がある。



35
（２）ウ
地方大学等の活
性化

人口減少の克服に向けた私
立大学等の教育研究基盤強
化（私立大学等改革総合支
援事業）

全学的・組織的な教育研究改革を通じて地
域発展に貢献する私立大学等に対し、経
常費・設備費・施設費を一体的に措置する
ことにより重点的に支援。

私立大
学、私立
短期大
学、私立
高等専門
学校

５月～９月
頃を予定

１５０校程度を
予定

-

私立大学経常費補助金において、
自治体との包括連携協定の締結
等、地域発展に係る取組内容を点
数化、選定校に対し、獲得点数の
多寡等に応じて傾斜配分を行う（平
成27年度予定額201億円の内数）。

http://www.mext.go.jp
/a_menu/koutou/shin
kou/07021403/002/0
02/1340519.htm

高等教育局私学部私
学助成課
（０３－６７３４－２５７
９）

36
（２）ウ
地方大学等の活
性化

人口減少の克服に向けた私
立大学等の教育研究基盤強
化（地方の「職」を支える人
材育成）

人口移動が就労時に集中していることを踏
まえ、地方の「職」を支える人材育成を進
め、地方への就労に関する取組を積極的
に進める私立大学等を支援。

私立大
学、私立
短期大
学、私立
高等専門
学校

９月～１０
月頃を予
定

- -

私立大学経常費補助金において、
学生の地方企業等への就職状況
やインターンシップの実施状況を高
く評価するとともに、地元産業界等
と連携した実践的PBL(Project
Based Learning)の実施、就業・起
業に関する地域の学校との連携と
いった取組を行う私立大学等に対
して加算（平成27年度予定額12億
円）。

高等教育局私学部私
学助成課
（０３－６７３４－２５７
９）

37
（３）ウ①
子ども・子育て支
援の充実

放課後子ども総合プランの
推進【放課後子供教室】

共働き家庭等の小１の壁を打破するととも
に、次代を担う人材を育成するため、全て
の就学児童が放課後等を安全・安心に過
ごし、多様な体験・活動を行うことができる
よう、一体型を中心とした放課後児童クラ
ブ及び放課後子供教室の計画的な整備等
を進める。

地方公共
団体

平成27年
度の募集
は終了

予算の範囲
内で補助

上限なし
地方自治体に対し、放課後子供教
室を実施するのに必要な経費の３
分の１を補助する。

生涯学習政策局社会
教育課
（０３－６７３４－３２６
０）

【負担割合】
国：都道府
県：市町村＝
１：１：１　※
市町村につ
いては、間接
補助　※指
定都市・中核
市について
は、直接申
請が可能
【負担割合】
国：指定都
市・中核市＝
１：２

38
（３）ウ①
子ども・子育て支
援の充実

学校・家庭・地域の連携協力
推進事業（家庭教育支援）

地域人材の養成や、家庭教育支援チーム
の組織化、学校等との連携により、保護者
への学習機会の提供や相談対応等の支
援活動を実施するほか、家庭教育支援員
の配置による家庭教育支援体制の強化を
図る。

地方公共
団体

２月１６日
～３月１６
日

予算の範囲
内で補助

上限なし
地方自治体に対し、家庭教育支援
を実施するのに必要な経費の３分
の１を補助する。

生涯学習政策局男女
共同参画学習課
（０３－６７３４－２９２
７）

２月に仮申
請を募集し、
４月から事業
実施。設備
備品等の経
費を除いて
原則家庭教
育支援を行
う経費につい
ては支出可
能。

39
（３）ウ①
子ども・子育て支
援の充実

家庭教育支援における訪問
型アウトリーチ支援事業

課題を抱える家庭への効果的な支援体制
の充実に向け、家庭へのアウトリーチ支援
手法の実証研究を実施する。

地方公共
団体

２月４日～
２月２７日

5件 １百万程度
地方自治体に委託し、訪問型の家
庭教育支援を実施する実証研究に
係る経費を支出する。

生涯学習政策局男女
共同参画学習課
（０３－６７３４－２９２
７）

40
（３）ウ①
子ども・子育て支
援の充実

中高生を中心とした生活習
慣マネジメント・サポート事業

中高生を中心とした子供の自立的な生活
習慣づくりを推進するため、家庭と学校、
地域の連携による生活習慣改善のための
実証研究を実施する。

地方公共
団体

２月９日～
３月６日

4件 ２百万程度

地方自治体に委託し、中高生を中
心とした生活習慣づくりの推進に資
する実証研究に係る経費を支出す
る。

生涯学習政策局男女
共同参画学習課
（０３－６７３４－２９２
７）



41
（４）ア②
公立小・中学校
の適正規模化等

公立学校施設整備事業

学校施設の安全性の向上、多様な学習活
動への対応、老朽施設の長寿命化、エコス
クール化などの教育環境改善の取組や、
学校統合に伴う校舎の新増築及び既存校
舎の改修の取組を支援するために、公立
学校施設の整備に要する経費の一部を補
助する。

地方公共
団体

年度当初
（前年度に
計画に計
上する必
要あり）

地方公共団
体の計画によ
る

事業メニューによ
り上下限額を設
定

国から地方公共団体に対し、事業
の内容によって、下記のいずれか
により公立学校施設の整備に要す
る経費の一部を補助する。
（公立学校施設整備費負担金）・新
増築（負担割合：原則1/2）
（学校施設環境改善交付金）・改
築・大規模改造など（算定割合：原
則1/3）

大臣官房文教施設企
画部施設助成課
（０３－６７３４－２００
０）

42
（４）ア②
公立小・中学校
の適正規模化等

学校規模・配置適正化（義務
教育費国庫負担金に係る部
分）

統合校や、統合困難な小規模校の教育環
境を充実する観点から、教員定数の加配
措置を行う。

都道府県 １０月以降
申請状況に
応じて決定

義務教育費国庫
負担金の内数

公立の義務教育諸学校の教職員
給与費等について、原則その実支
出額の３分の１を負担。

初等中等教育局財務
課
（０３－６７３４－２０３
８）

43
（４）ア②
公立小・中学校
の適正規模化等

へき地児童生徒援助費等補
助金

離島や中山間地域に所在する学校の教育
の振興を図るため、及び学校統廃合に伴
い遠距離通学となる児童生徒の通学条件
を緩和するため、地方公共団体が実施す
るスクールバス購入費や通学費支援につ
いて補助。

都道府
県、市町
村

４月中旬～
５月中旬を
予定
（早期事業
着手分に
ついては３
月を予定）

地方公共団
体からの申請
状況による

補助対象額の
1/2の範囲内

地方公共団体が実施するスクール
バス購入費や通学費支援について
国から地方公共団体に補助する。
スクールバス購入費については、
へき地、学校統合及び過疎地域等
の場合が補助対象。
通学費支援については、学校統合
の場合が補助対象となり、補助期
間は５年間。

初等中等教育局財務
課
（０３－６７３４－２０２
７）

スクールバス維
持運営費や遠
距離通学費等
については、地
方財政措置が
なされている。

44
（４）ア②
公立小・中学校
の適正規模化等

少子化・人口減少社会に対
応した活力ある学校教育推
進事業

国の積極的支援のもと、①統合による魅力
ある学校づくりや、②小規模校を存続させ
たり休校中の学校を再開させたりする場合
における小規模校の教育環境についての
取組モデルを創出する。

市区町村
４月下旬を
予定

１２件程度 200万円

統合による魅力ある学校づくりや、
統合困難な地域における教育環境
の充実の取組モデルを創出する調
査研究を市町村に委託する。

初等中等教育局初等
中等教育企画課教育
制度改革室
（０３－６７３４－２００
７）


